
　わたしたちＪＡの組合員・役職員は、協同組合運動の基本的な定義・価値・原則（自主、自立、参加、民主的運営、
公正、連帯等）に基づき行動します。そして、地球的視野に立って環境変化を見通し、組織・事業・経営の
革新をはかります。さらに、地域・全国・世界の協同組合の仲間と連携し、より民主的で公正な社会の実現
に努めます。
　このため、わたしたちは次のことを通じ、農業と地域社会に根ざした組織としての社会的役割を誠実に果た
します。

わたしたちＪＡのめざすもの

J A綱領

「地域」と「信頼」に基づくＪＡ綱領の具体的実践を行う
１．地域に密着します。
２．地域からの「信頼」確保に努めます。
３．ＪＡ綱領にもとづくＪＡ運営をめざします。

基本理念

（平成9年10月14日　第21回ＪＡ全国大会にて採択）

わたしたちは、

1. 地域の農業を振興し、わが国の食と緑と水を守ろう。

1. 環境・文化・福祉への貢献を通じて、安心して暮らせる
豊かな地域社会を築こう。

1. ＪＡへの積極的な参加と連帯によって、協同の成果を
実現しよう。

1. 自主・自立と民主的運営の基本に立ち、ＪＡを健全に
経営し信頼を高めよう。

1. 協同の理念を学び実践を通じて、共に生きがいを追求
しよう。

経営理念・経営方針
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渡邉　健彦

　平素より、ＪＡめぐみのの各事業に格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。
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依然として厳しい状況が続いています。国においては農政の基本理念や政策の方向性
を示す「食料・農業・農村基本法」が制定から四半世紀を経て令和６年５月に改正され、
食料安全保障の確保が基本理念に位置づけられるとともに、食料の合理的な価格形成
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　こうした環境の中、令和６年度は第７次中期経営計画の最終年度として、「対話を通
じた農業・地域・ＪＡの未来づくり」の基本方針のもと、３つの基本目標「持続可能な
農業の実現」「「食」・「農」・「くらし」を通じた地域活性化への貢献」「自己改革を支える
経営基盤強化」の目標達成を見据えて取組を進めて参りました。
　「持続可能な農業の実現」では、産地育成を目指した東白川トマト選果場選果機更新
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　「「食」・「農」・「くらし」を通じた地域活性化への貢献」では、支店ふれあい委員の皆
様から頂戴したご意見・ご要望を支店運営に取り入れるとともに、支店ふれあい感謝
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心としたエリア完結型の事業運営へ機能見直しを行い、各種相談機能の強化及び専門
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産・販売強化による「次世代につなぐ持続可能な農業の実現」、地産地消の促進と協同
活動の実践による「食と農と暮らしを支える仲間づくりによる地域活性化への貢献」、
持続可能な総合事業戦略の高度化による「持続可能な総合事業経営のための経営基盤
強化」を重点に、新たなステージに向かって「ＪＡめぐみの」は役職員一同邁進して参
ります。
　今後とも、一層のご支援と事業活動への参画をお願いするとともに、皆様のご健勝
とご多幸をお祈り申し上げ、ご挨拶とさせていただきます。

令和７年７月

ごあいさつ

ご
あ
い
さ
つ

　わたしたちＪＡの組合員・役職員は、協同組合運動の基本的な定義・価値・原則（自主、自立、参加、民主的運営、
公正、連帯等）に基づき行動します。そして、地球的視野に立って環境変化を見通し、組織・事業・経営の
革新をはかります。さらに、地域・全国・世界の協同組合の仲間と連携し、より民主的で公正な社会の実現
に努めます。
　このため、わたしたちは次のことを通じ、農業と地域社会に根ざした組織としての社会的役割を誠実に果た
します。

わたしたちＪＡのめざすもの

J A綱領

「地域」と「信頼」に基づくＪＡ綱領の具体的実践を行う
１．地域に密着します。
２．地域からの「信頼」確保に努めます。
３．ＪＡ綱領にもとづくＪＡ運営をめざします。

基本理念

（平成9年10月14日　第21回ＪＡ全国大会にて採択）

わたしたちは、

1. 地域の農業を振興し、わが国の食と緑と水を守ろう。

1. 環境・文化・福祉への貢献を通じて、安心して暮らせる
豊かな地域社会を築こう。

1. ＪＡへの積極的な参加と連帯によって、協同の成果を
実現しよう。

1. 自主・自立と民主的運営の基本に立ち、ＪＡを健全に
経営し信頼を高めよう。

1. 協同の理念を学び実践を通じて、共に生きがいを追求
しよう。

経営理念・経営方針

3

経
営
理
念
・
経
営
方
針



基　本　方　針

実　施　項　目

　令和７年度は、第８次中期経営計画（令和７年度～令和９年度）の初年度であり、「組合員・地域とともに食と
農を支える協同の力の発揮」を基本方針に定め、３つの基本目標「次世代につなぐ持続可能な農業の実現」・
「食と農とくらしを支える仲間づくりによる地産地消と地域活性化への貢献」・「持続可能な総合事業経営のた
めの経営基盤強化」の達成に向けた取り組みを展開します。
　「次世代につなぐ持続可能な農業の実現」においては、環境対策による品質向上や新規就農者を増やす取り
組み、直接販売による販売金額の増加など品目・地域別戦略による生産量・販売価格の増加に取り組みます。
また、継続して担い手経営体への経営支援や労働力確保、トータル生産コストの低減に取り組むとともに環境
調和型農業を段階的に取り組みます。
　「食と農とくらしを支える仲間づくりによる地産地消と地域活性化への貢献」では、組合員や地域住民とと
もに食と農を基軸とした協同活動を展開し、食と農への理解促進、地域活性化を目指します。また、多様なツー
ルにより組合員・利用者のニーズを把握し、事業展開に繋げていきます。
　「持続可能な総合事業経営のための経営基盤強化」については、変化する社会環境に適応した戦略的な経営
資源の配賦など総合的な経営改革をさらに進めます。また、適切な内部統制の構築と運用のため、コンプライ
アンス態勢の充実を図るとともに、様々なリスクへのモニタリング体制を強化します。
　ＪＡめぐみのは新たに始まる第８次中期経営計画の実践を通じて、農業を中心に地域の未来づくりに貢献し
ていきます。

「組合員・地域とともに食と農を支える協同の力の発揮」

《 Ⅰ．次世代につなぐ持続可能な農業の実現 》

◎めぐみの主要農畜産物の生産・販売強化
　◇品目・地域別戦略による生産量・販売価格の増加
　◇消費者との信頼を築く農畜産物の生産
　◇直売所を通じた生産・販売拡大

◎担い手経営体への総合事業提案と経営支援
　◇JAグループの総合力を結束した農業経営支援
　◇農業労働力確保支援
　◇環境調和型農業の推進
　◇トータル生産コストの低減
◎地域を支える多様な担い手の育成支援
　◇次世代総点検運動の実践強化
　◇就農研修による新規就農者の育成

Ⅰ　次世代につなぐ持続可能な農業の実現
Ⅱ　食と農とくらしを支える仲間づくりによる地産地消と地域活性化への貢献
Ⅲ　持続可能な総合事業経営のための経営基盤強化

令和７年度 経 営 方 針 （令和７年4月1日～令和８年3月31日） 《 Ⅱ．食と農とくらしを支える仲間づくり
による地産地消と地域活性化への貢献 》 

◎食と農を支える仲間づくりの強化
◇多様なツールによる組合員のニーズの把握と反映
◇食や農業に興味を持ち応援する「農業の応援
団」の拡大
◇農業者とＪＡグループのスクラム結成による
農業経営基盤の構築

◎協同活動の実践による地域活性化への取組
◇組合員や女性部、地域住民等の参画による協
同活動の実践
◇行政や協同組合等の多様な団体との連携
◇意見を反映した総合事業の充実による組合員
の豊かな暮らしの実現

◎食・農・ＪＡへの理解醸成に向けた情報発信
◇地産地消や食と農およびＪＡ事業活動の情報
発信の充実
◇次世代層への多様なツールを活用したプロ
モーション

《 Ⅲ ．持続可能な総合事業経営のための
経営基盤強化 》

◎持続可能な総合事業戦略の再構築
◇地域に貢献できる「ひと」づくり
◇ＪＡグループのネットワークを活かした地域
密着型の事業展開
◇社会環境に適応した経営資源（人・モノ・金）の配賦
◇経営管理の高度化による事業利益の確保
◎経済事業の収支改善の実施
◇農業関連事業の拠点別収支改善
◇生活その他事業の拠点別収支改善
◎適正な内部統制の構築と運用
◇内部統制システム実効性の向上とガバナンス強化
◇固定資産投資における判断基準の明確化
◇コンプライアンス意識の醸成

　当ＪＡは農業者により組織された協同組合であり、正組合員の代表者で構成される「総代会」の決定事項を
踏まえ、総代会において選出された理事により構成される「理事会」が業務執行を行っています。また、総代会
で選任された監事が理事会の決定や理事の業務執行全般の監査を行っています。
　組合の業務執行を行う理事には、組合員の各層の意思反映を行うため、青年部や女性部などから理事の登
用を行っています。また、信用事業については専任担当の理事を置くとともに、農業協同組合法第30条に規定
する常勤監事及び員外監事を設置し、ガバナンスの強化を図っています。

経営管理体制
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基　本　方　針
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また、継続して担い手経営体への経営支援や労働力確保、トータル生産コストの低減に取り組むとともに環境
調和型農業を段階的に取り組みます。
　「食と農とくらしを支える仲間づくりによる地産地消と地域活性化への貢献」では、組合員や地域住民とと
もに食と農を基軸とした協同活動を展開し、食と農への理解促進、地域活性化を目指します。また、多様なツー
ルにより組合員・利用者のニーズを把握し、事業展開に繋げていきます。
　「持続可能な総合事業経営のための経営基盤強化」については、変化する社会環境に適応した戦略的な経営
資源の配賦など総合的な経営改革をさらに進めます。また、適切な内部統制の構築と運用のため、コンプライ
アンス態勢の充実を図るとともに、様々なリスクへのモニタリング体制を強化します。
　ＪＡめぐみのは新たに始まる第８次中期経営計画の実践を通じて、農業を中心に地域の未来づくりに貢献し
ていきます。

「組合員・地域とともに食と農を支える協同の力の発揮」

《 Ⅰ．次世代につなぐ持続可能な農業の実現 》

◎めぐみの主要農畜産物の生産・販売強化
　◇品目・地域別戦略による生産量・販売価格の増加
　◇消費者との信頼を築く農畜産物の生産
　◇直売所を通じた生産・販売拡大

◎担い手経営体への総合事業提案と経営支援
　◇JAグループの総合力を結束した農業経営支援
　◇農業労働力確保支援
　◇環境調和型農業の推進
　◇トータル生産コストの低減
◎地域を支える多様な担い手の育成支援
　◇次世代総点検運動の実践強化
　◇就農研修による新規就農者の育成

Ⅰ　次世代につなぐ持続可能な農業の実現
Ⅱ　食と農とくらしを支える仲間づくりによる地産地消と地域活性化への貢献
Ⅲ　持続可能な総合事業経営のための経営基盤強化

令和７年度 経 営 方 針 （令和７年4月1日～令和８年3月31日） 《 Ⅱ．食と農とくらしを支える仲間づくり
による地産地消と地域活性化への貢献 》 

◎食と農を支える仲間づくりの強化
◇多様なツールによる組合員のニーズの把握と反映
◇食や農業に興味を持ち応援する「農業の応援
団」の拡大
◇農業者とＪＡグループのスクラム結成による
農業経営基盤の構築

◎協同活動の実践による地域活性化への取組
◇組合員や女性部、地域住民等の参画による協
同活動の実践
◇行政や協同組合等の多様な団体との連携
◇意見を反映した総合事業の充実による組合員
の豊かな暮らしの実現

◎食・農・ＪＡへの理解醸成に向けた情報発信
◇地産地消や食と農およびＪＡ事業活動の情報
発信の充実
◇次世代層への多様なツールを活用したプロ
モーション

《 Ⅲ ．持続可能な総合事業経営のための
経営基盤強化 》

◎持続可能な総合事業戦略の再構築
◇地域に貢献できる「ひと」づくり
◇ＪＡグループのネットワークを活かした地域
密着型の事業展開
◇社会環境に適応した経営資源（人・モノ・金）の配賦
◇経営管理の高度化による事業利益の確保
◎経済事業の収支改善の実施
◇農業関連事業の拠点別収支改善
◇生活その他事業の拠点別収支改善
◎適正な内部統制の構築と運用
◇内部統制システム実効性の向上とガバナンス強化
◇固定資産投資における判断基準の明確化
◇コンプライアンス意識の醸成

　当ＪＡは農業者により組織された協同組合であり、正組合員の代表者で構成される「総代会」の決定事項を
踏まえ、総代会において選出された理事により構成される「理事会」が業務執行を行っています。また、総代会
で選任された監事が理事会の決定や理事の業務執行全般の監査を行っています。
　組合の業務執行を行う理事には、組合員の各層の意思反映を行うため、青年部や女性部などから理事の登
用を行っています。また、信用事業については専任担当の理事を置くとともに、農業協同組合法第30条に規定
する常勤監事及び員外監事を設置し、ガバナンスの強化を図っています。

経営管理体制
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